
続
時
精
算
課
税
制
度
は
相

続
税
と
贈
与
税
を
一
体
化

す
る
仕
組
み
で
、
贈
与
額
の
累
計

が
２
５
０
０
万
円
（
特
別
控
除
）

に
な
る
ま
で
贈
与
税
が
非
課
税
と

な
り
、
超
過
し
た
分
に
一
律
20
％

の
贈
与
税
が
課
さ
れ
る
。

　
そ
の
後
、
相
続
が
発
生
し
た
ら

贈
与
し
た
財
産
を
相
続
財
産
に
含

め
て
相
続
税
を
計
算
し
て
、
す
で

に
納
め
た
贈
与
税
額
を
相
続
税
額

か
ら
控
除
す
る
。
す
で
に
納
め
た

贈
与
税
額
の
ほ
う
が
多
け
れ
ば
、

そ
の
差
額
が
還
付
さ
れ
る
。

　
対
象
と
な
る
の
は
、
原
則
と
し

て
60
歳
以
上
の
父
母
や
祖
父
母

（
直
系
尊
属
）
か
ら
、
18
歳
以
上

の
子
や
孫
（
直
系
卑
属
）
へ
の
贈

与
で
、
年
齢
は
贈
与
を
行
う
年
の

１
月
１
日
現
在
で
判
定
す
る
。
相

続
時
精
算
課
税
制
度
は
贈
与
者
ご

と
に
選
択
で
き
、
例
え
ば
父
と
母

か
ら
長
男
に
２
５
０
０
万
円
ず
つ

贈
与
す
る
と
、
合
計
５
０
０
０
万

円
ま
で
非
課
税
と
な
る
。

　
ま
た
暦
年
贈
与
（
年
間
の
贈
与

額
が
基
礎
控
除
額
１
１
０
万
円
ま

で
非
課
税
）
と
の
選
択
制
で
あ
る

た
め
、
い
っ
た
ん
相
続
時
精
算
課

税
制
度
を
選
択
す
る
と
、
毎
年
１

１
０
万
円
以
下
の
贈
与
で
も
贈
与

税
を
申
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

な
ど
、
手
続
き
面
で
も
ハ
ー
ド
ル

が
高
く
、
利
用
件
数
が
伸
び
悩
ん

で
い
た
。

１
１
０
万
円
基
礎
控
除
で

節
税
効
果
が
ア
ッ
プ

　
そ
こ
で
２
０
２
４
年
１
月
以
降

は
、
相
続
時
精
算
課
税
制
度
に
お

い
て
、
こ
れ
ま
で
の
特
別
控
除
２

５
０
０
万
円
に
加
え
て
、
年
１
１

０
万
円
ま
で
の
基
礎
控
除
が
認
め

ら
れ
、
こ
の
基
礎
控
除
内
の
贈
与

は
申
告
が
不
要
と
な
っ
た
。

　
ま
た
、
暦
年
贈
与
で
は
相
続
開

始
前
７
年
間
に
贈
与
さ
れ
た
財
産

は
相
続
財
産
に
加
算
さ
れ
る
（
20

～
21
ペ
ー
ジ
参
照
）
が
、
改
正
後

の
相
続
時
精
算
課
税
制
度
に
お
け

　ここでは、2024年１月から施行されている相続税・贈与
税の改正点を三つ挙げ、それぞれのポイントを解説する。 佐藤正明 税理士

社会保険労務士

相続税・贈与税の
改正点を押さえておこう

相 改正点

相
続
時
精
算
課
税
制
度
に

１
１
０
万
円
の
基
礎
控
除
が
追
加

１

2024年１月施行！
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る
基
礎
控
除
は
、
贈
与
時
期
に
関

係
な
く
相
続
財
産
に
加
算
さ
れ
な

い
の
で
、
生
前
贈
与
に
よ
る
節
税

効
果
が
大
き
く
な
る
。

　
つ
ま
り
、
改
正
後
は
１
１
０
万

円
ま
で
な
ら
贈
与
税
も
相
続
税
も

税
の
基
礎
控
除
と
相
続
時
精
算
課

税
の
基
礎
控
除
の
併
用
が
可
能
と

な
っ
た
。

　
例
え
ば
、
毎
年
両
親
（
60
歳
以

上
）
が
１
１
０
万
円
ず
つ
18
歳
以

上
の
子
に
贈
与
す
る
場
合
、
父
親

か
か
ら
ず
、
毎
年
の
贈
与
が
基
礎

控
除
の
範
囲
内
な
ら
贈
与
税
の
申

告
も
不
要
と
な
る
。

　
ま
た
、
贈
与
者
ご
と
に
課
税
方

法
を
選
択
で
き
る
仕
組
み
も
維
持

さ
れ
る
の
で
、
改
正
後
は
暦
年
課

か
ら
の
贈
与
で
は
相
続
時
精
算
課

税
を
選
択
し
、
母
親
か
ら
の
贈
与

は
暦
年
課
税
と
す
る
と
、
そ
れ
ぞ

れ
の
基
礎
控
除
を
利
用
で
き
、
年

２
２
０
万
円
の
財
産
を
贈
与
税
の

負
担
な
く
子
に
贈
与
で
き
る
。

　
こ
の
場
合
、
同
一
年
中
に
二
人

以
上
の
相
続
時
精
算
課
税
制
度
を

適
用
し
て
、
贈
与
に
よ
っ
て
財
産

を
取
得
し
た
場
合
の
基
礎
控
除
額

は
、
合
計
で
１
１
０
万
円
ま
で
と

な
る
。

　
相
続
時
精
算
課
税
制
度
は
改
正

に
よ
っ
て
利
用
し
や
す
く
な
っ
た

が
、
一
度
選
択
し
て
し
ま
う
と
、

そ
の
当
事
者
間
で
は
暦
年
課
税
に

戻
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
こ
の
点

に
は
注
意
が
必
要
だ
。

POINT

▼ �特別控除に加え、年
110万円までの基礎
控除も認められる

▼�基礎控除は贈与時期
に関係なく相続財産
に加算されない

累計2,500万円まで贈与税はかからないが、相続財産に加算されるため相続税の
対象となり、2,500万円超分に一律20％で相続税が課される（2024年１月～）A
年110万円までの贈与 B に贈与税はかからず、相続財産にも加算されないので、
相続税もかからない（従来どおり）B

基礎控除
年間
110万円

累計2,500万円以上は相続財産に加算

A
B

図表１　相続時精算課税制度の改正点

図表２　相続時精算課税制度の新旧比較
改正前　～2023年 改正後　2024年～

対象者
贈与者：60歳以上の父母、祖父母など（直系尊属）
受贈者：18歳以上で、贈与者の直系卑属である推定相続人または孫等
（年齢は贈与年の１月１日時点）

控除額 累計2,500万円 累計：2,500万円
基礎控除：毎年110万円

税率 2,500万円を超えた分に一律20％の贈与税を課税

贈与税額

｛（その年に贈与を受けた財産の価額の
合計額）－特別控除額2,500万円｝×
20％

｛（その年に贈与を受けた財産の価額の合
計額－基礎控除額110万円）（注）－特別控
除額2,500万円｝×20％
（注）複数年の贈与はその合計額

選択時 相続時精算課税選択届出書などの書類を、最初の贈与年の翌年２月１日から３月
15日までの間に受贈者の納税地の所管税務署に提出

贈与税 少額でも贈与があれば申告が必要 贈与額が年間基礎控除額110万円以下な
ら申告不要

相続発生時 全贈与財産も贈与時の価額で相続財産
の価額に加算

贈与税の基礎控除分は相続財産の価額に
加算しない

相続税額 納付済みの贈与税は、相続税から差し引き、贈与税の方が多い場合は還付

（出所）図表１・２ともに筆者作成
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